
番号制度に係る地方税務システム検討会 開催要綱（案） 

 

１．趣   旨 

社会保障・税に関わる番号制度については、社会保障・税番号大綱（平成 23 年 6

月 30 日決定）において、「平成 27 年（2015 年）１月以降、「番号」を利用する分野

のうち、社会保障分野、税務分野のうち可能な範囲で「番号」の利用を開始する。」

こととされている。 

番号制度の導入により、地方税分野においては、各種所得情報や扶養情報について、

番号を用いて効率的に名寄せ・突合することが可能となり、より正確な所得把握が行

えるようになることが期待されている一方、事務・手続きの簡素化、負担の軽減の観

点から、情報連携基盤を通じて社会保障分野へ所得情報等の提供を行うことが想定さ

れる。 

このため、番号制度の導入に当たっては、約 1800 の地方公共団体の税務システム

の改修が必要となり、各地方公共団体の実態を踏まえつつ、実務上の課題について検

討を行うこととする。 

 

２．名   称 

本検討会の名称は、「番号制度に係る地方税務システム検討会」（以下「検討会」と

いう。）とする。 

 

３．検 討 項 目 

（１）番号制度導入にあたり必要な地方税務システムにおける改修内容 

（２）情報連携基盤への対応に必要な地方税務システムにおける改修内容 

（３）地方団体内部の「番号」の活用等情報のやりとりに必要な地方税務システムに

おける改修内容 等 

 

４．構 成 員 

別紙のとおり。 

 

５．運   営 

（１）総務省自治税務局市町村税課長が検討会を主宰する。 

（２）総務省自治税務局市町村税課長は、必要があると認めるときは、関係団体等に

研究会への出席を求め、意見を聴取すること及び説明を求めることができる。 

（３）会議は公開しないが、研究会終了後、配布資料（一部を除く）を公表する。ま

た、速やかに議事概要を作成し、これを公表するものとする。 

 

６．そ の 他 

検討会の庶務は、総務省自治税務局市町村税課が行う。 
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番号制度に係る地方税務システム検討会 構成員名簿 

 

（敬称略） 
（構成員） 

 

青山 正明   埼玉県川口市理財部税制課長 

秋月 雅也   日本電気(株)公共ソリューション事業部マネ－ジャ－ 

江尻 芳雄   岡山県総務部参与 

荻澤 滋    総務省自治税務局都道府県税課税務管理官 

熊谷 則之   (社)地方税電子化協議会システムグループ担当課長 

小島 昇     埼玉県比企郡ときがわ町税務課長 

杉本 達治   総務省自治税務局市町村税課長 

高木 克之   神奈川県川崎市財政局税務部税制課市税システム企画担当係長 

浜田 浩之   フューチャーアーキテクト(株)ストラテジックビジネス事業本部

執行役員 

原田 智    京都府総務部税務課長 

保科  正己   富士通(株)行政第二ソリューション事業本部 部長 

目黒 高明   東京都三鷹市市民部市民税課長 

望月 光政   東京都主税局税制部システム管理課長 

山田 達也   東京都練馬区区民部税務課長 

山田 俊哉   佐賀県多久市税務課長 

 

 

（オブザーバー） 

 

総務省自治行政局住民制度課 

総務省自治行政局地域政策課地域情報政策室 

総務省情報流通行政局地域通信振興課地方情報化推進室 
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